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は
じ
め
に

平
成
二
六
年
五
月
一
五
日
、
第
三
一
次
地
方
制
度
調
査
会
に
お
い
て
、「
個
性
を
活
か
し
自
立
し
た
地
方
を
つ
く
る
観
点
か
ら
、
人
口
減

少
社
会
に
的
確
に
対
応
す
る
三
大
都
市
圏
及
び
地
方
圏
の
地
方
行
政
体
制
の
あ
り
方
、
議
会
制
度
や
監
査
制
度
等
の
地
方
公
共
団
体
の
ガ

バ
ナ
ン
ス
の
あ
り
方
等
に
つ
い
て
、
調
査
審
議
を
求
め
る
」
と
し
て
諮
問（

1
（

が
行
わ
れ
、
こ
れ
を
受
け
、
平
成
二
八
年
三
月
一
六
日
、「
人
口
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減
少
社
会
に
的
確
に
対
応
す
る
地
方
行
政
体
制
及
び
ガ
バ
ナ
ン
ス
の
あ
り
方
に
関
す
る
答
申（

2
（

」（
以
下
「
第
三
一
次
地
制
調
答
申
」
と
い

う
。（
が
提
出
さ
れ
た
。

こ
の
答
申
を
受
け
て
、
地
方
自
治
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
二
九
年
法
律
第
五
四
号
（
が
、
平
成
二
九
年
六
月
九
日
に
公

布
さ
れ
た
が
、
そ
の
改
正
趣
旨
は
、
地
方
公
共
団
体
等
に
お
け
る
適
正
な
事
務
処
理
等
の
確
保
並
び
に
組
織
及
び
運
営
の
合
理
化
を
図
る

た
め
、
内
部
統
制
に
関
す
る
方
針
等
の
策
定
等
、
監
査
制
度
の
充
実
強
化
、
地
方
公
共
団
体
の
長
等
の
損
害
賠
償
責
任
の
見
直
し
等
を
行

う
と
と
も
に
、
地
方
独
立
行
政
法
人
に
つ
い
て
、
そ
の
業
務
へ
の
窓
口
関
連
業
務
等
の
追
加
及
び
適
正
な
業
務
を
確
保
す
る
た
め
の
規
定

の
整
備
を
行
う
等
の
措
置
を
講
ず
る
と
い
う
も
の
で
あ
っ
た
。

な
お
、
こ
の
法
改
正
を
受
け
て
、
令
和
元
年
一
一
月
八
日
、
地
方
自
治
法
施
行
令
等
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
（
令
和
元
年
政
令
第

一
五
六
号
、
以
下
「
地
自
法
改
正
政
令
」
と
い
う
。（
が
公
布
さ
れ
、
普
通
地
方
公
共
団
体
の
長
等
の
損
害
賠
償
責
任
の
一
部
免
責
に
係
る

参
酌
基
準
及
び
責
任
の
最
低
額
並
び
に
当
該
一
部
免
責
に
係
る
手
続
が
定
め
ら
れ
た
。

本
稿
で
は
、「
監
査
制
度
の
充
実
強
化
」、「
地
方
公
共
団
体
の
長
等
の
損
害
賠
償
責
任
の
見
直
し
等
」
に
関
す
る
改
正
、
と
り
わ
け
普
通

地
方
公
共
団
体
の
長
等
の
損
害
賠
償
責
任
の
免
除
等
に
関
す
る
こ
と
を
中
心
に
、
自
治
体
に
お
い
て
長
く
法
規
担
当
と
し
て
か
か
わ
っ
て

き
た
経
験
を
踏
ま
え
た
視
点
か
ら
の
検
討
を
加
え
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
い
る
。

一　

第
三
一
次
地
制
調
答
申
の
内
容

か
ね
て
か
ら
の
全
国
市
長
会
等
の
要
望（

3
（

も
あ
り
、
第
三
一
次
地
制
調
答
申
（
二
二
頁
以
下
（
に
お
い
て
、「
第
３　

適
切
な
役
割
分
担
に

よ
る
ガ
バ
ナ
ン
ス　

４ 

住
民
、（
2
（ 

住
民
訴
訟
制
度
等
の
見
直
し
」
の
な
か
で
、

①　
「
住
民
訴
訟
制
度
等
を
巡
る
課
題
」
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住
民
訴
訟
に
つ
い
て
は
、
不
適
正
な
事
務
処
理
の
抑
止
効
果
が
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
が
、
一
方
で
、
四
号
訴
訟
に
お
け
る
長
や
職
員

の
損
害
賠
償
責
任
に
つ
い
て
、
平
成
二
四
年
各
最
判
の
個
別
意
見
等（

（
（

に
お
い
て
は
、
長
や
職
員
へ
の
萎
縮
効
果
、
国
家
賠
償
法
と
の
不

均
衡
や
損
害
賠
償
請
求
権
の
放
棄
が
政
治
的
状
況
に
左
右
さ
れ
て
し
ま
う
場
合
が
あ
る
こ
と
等
が
指
摘
さ
れ
て
い
る
。

②　
「
長
や
職
員
の
事
務
処
理
へ
の
影
響
」

地
方
公
共
団
体
か
ら
は
、
財
務
会
計
行
為
の
先
行
行
為
や
非
財
務
会
計
行
為
が
違
法
と
さ
れ
た
と
き
に
厳
し
い
過
失
責
任
が
認
め
ら

れ
て
い
る
場
合
が
あ
る
こ
と
や
、
長
は
最
少
経
費
原
則
（
地
方
自
治
法
第
二
条
第
一
四
項
、
地
方
財
政
法
第
四
条
第
一
項
（
等
裁
量
逸

脱
の
違
法
の
有
無
を
事
前
に
判
断
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
こ
と
、
職
員
は
政
策
判
断
と
し
て
決
定
し
た
事
項
に
つ
い
て
明
ら
か
に
違
法

で
な
い
限
り
職
務
命
令
に
従
わ
ざ
る
を
得
な
い
こ
と
等
か
ら
厳
し
い
過
失
責
任
を
問
わ
れ
る
こ
と
が
あ
る
等
の
指
摘
が
あ
る
。
こ
れ
ら

に
つ
い
て
は
、
最
高
裁
は
、
住
民
訴
訟
で
職
員
が
賠
償
責
任
を
負
う
の
は
先
行
行
為
に
看
過
し
が
た
い
瑕
疵
が
あ
る
場
合
等
に
限
ら
れ

る
と
し
て
い
る
こ
と
や
、
裁
量
は
広
範
に
認
め
る
傾
向
に
あ
る
こ
と
か
ら
、
萎
縮
す
る
必
要
は
な
い
と
の
考
え
方
も
あ
る
が
、
裁
判
所

の
判
断
は
事
後
的
な
も
の
で
あ
る
こ
と
や
、
住
民
訴
訟
は
組
織
の
責
任
を
個
人
の
責
任
と
し
て
追
及
す
る
も
の
で
あ
る
以
上
、
長
や
職

員
へ
の
萎
縮
効
果
は
払
拭
さ
れ
な
い
現
実
を
受
け
止
め
る
必
要
も
あ
る
と
も
考
え
ら
れ
る
。
ま
た
、
住
民
訴
訟
を
通
じ
て
過
失
責
任
が

問
わ
れ
る
か
ら
こ
そ
地
方
公
共
団
体
が
行
き
過
ぎ
た
施
策
を
講
じ
る
こ
と
の
歯
止
め
に
な
っ
て
い
る
と
の
考
え
方
も
あ
る
が
、
人
口
減

少
社
会
に
お
い
て
資
源
が
限
ら
れ
る
中
で
創
意
工
夫
を
こ
ら
し
た
施
策
を
講
じ
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
状
況
に
お
い
て
、
当
該
萎
縮
効

果
に
よ
り
本
来
行
う
べ
き
施
策
も
行
わ
な
い
こ
と
に
な
っ
て
し
ま
う
こ
と
は
問
題
で
あ
る
と
す
る
考
え
方
も
あ
る
。

③　
「
国
家
賠
償
法
上
の
求
償
権
と
の
関
係
」

地
方
公
共
団
体
の
長
や
職
員
が
違
法
な
行
為
に
よ
り
地
方
公
共
団
体
に
損
害
を
生
じ
さ
せ
た
場
合
の
損
害
賠
償
責
任
の
要
件
が
故
意

又
は
過
失
で
あ
る
こ
と
に
対
し
、
国
家
賠
償
法
に
基
づ
く
公
務
員
個
人
へ
の
求
償
責
任
の
要
件
は
故
意
又
は
重
過
失
と
な
っ
て
い
る
こ
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と
と
の
均
衡
が
と
れ
て
い
な
い
と
の
指
摘
が
あ
る
。
こ
の
こ
と
に
つ
い
て
は
、
あ
ら
ゆ
る
行
政
活
動
が
対
象
に
な
る
国
家
賠
償
法
と
財

務
会
計
行
為
が
対
象
に
な
る
住
民
訴
訟
と
は
異
な
る
こ
と
か
ら
、
当
該
不
均
衡
を
考
慮
す
る
必
要
は
な
い
と
の
考
え
方
も
あ
る
が
、
長

や
職
員
が
行
政
活
動
の
結
果
と
し
て
地
方
公
共
団
体
に
損
害
を
生
じ
さ
せ
た
場
合
に
負
う
損
害
賠
償
責
任
は
、
国
家
賠
償
法
に
基
づ
く

公
務
員
個
人
へ
の
求
償
責
任
と
同
様
に
、
団
体
が
長
や
職
員
と
い
っ
た
個
人
に
対
し
て
金
銭
の
支
払
い
を
請
求
す
る
も
の
で
あ
る
と
い

う
点
に
お
い
て
変
わ
り
は
な
い
と
い
う
考
え
方
も
あ
り
、
国
家
賠
償
法
と
の
関
係
に
つ
い
て
一
定
の
配
慮
が
必
要
で
あ
る
と
い
う
考
え

方
も
あ
る
。

④　
「
議
会
に
よ
る
長
や
職
員
の
責
任
の
免
除
」

地
方
公
共
団
体
が
長
や
職
員
に
対
し
て
有
す
る
損
害
賠
償
請
求
権
の
放
棄
の
実
体
的
判
断
は
議
会
の
裁
量
権
に
委
ね
ら
れ
て
い
る

が
、
議
会
は
、
そ
の
判
断
が
政
治
的
関
係
に
影
響
を
受
け
て
客
観
性
や
合
理
性
が
損
な
わ
れ
、
裁
量
権
の
逸
脱
又
は
濫
用
と
な
る
こ
と

の
な
い
よ
う
に
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。
特
に
、
住
民
訴
訟
に
お
い
て
長
や
職
員
に
対
す
る
損
害
賠
償
請
求
権
の
有
無
が
争
わ

れ
て
い
る
間
に
当
該
権
利
を
放
棄
す
る
こ
と
は
、
長
や
職
員
の
賠
償
責
任
の
有
無
に
つ
い
て
曖
昧
な
ま
ま
判
断
す
る
こ
と
と
な
る
と
い

う
問
題
が
あ
る
。

⑤　
「
見
直
し
の
方
向
性
」

こ
れ
ら
の
こ
と
を
総
合
的
に
勘
案
す
る
と
、
全
体
の
ガ
バ
ナ
ン
ス
の
見
直
し
に
よ
り
不
適
正
な
事
務
処
理
の
抑
止
効
果
を
高
め
る
と

と
も
に
、
長
や
職
員
の
損
害
賠
償
責
任
に
つ
い
て
は
、
長
や
職
員
へ
の
萎
縮
効
果
を
低
減
さ
せ
る
た
め
、
軽
過
失
の
場
合
に
お
け
る
損

害
賠
償
責
任
の
長
や
職
員
個
人
へ
の
追
及
の
あ
り
方
を
見
直
す
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。
同
時
に
、
不
適
正
な
事
務
処
理
の
抑
止
効
果
を

維
持
す
る
た
め
、
裁
判
所
に
よ
り
財
務
会
計
行
為
の
違
法
性
や
注
意
義
務
違
反
の
有
無
が
確
認
さ
れ
る
た
め
の
工
夫
や
、
四
号
訴
訟
の

対
象
と
な
る
損
害
賠
償
請
求
権
の
訴
訟
係
属
中
の
放
棄
を
禁
止
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。
ま
た
、
四
号
訴
訟
に
お
い
て
長
や
職
員
個



住民訴訟制度の見直しに関する一考察

5　阪経法論 82（’20. 3）

人
に
損
害
賠
償
請
求
を
認
め
る
判
決
が
確
定
し
た
後
は
、
裁
判
所
の
判
断
を
前
提
と
し
た
上
で
損
害
賠
償
請
求
権
の
放
棄
が
客
観
的
か

つ
合
理
的
に
行
わ
れ
る
こ
と
に
資
す
る
よ
う
、
損
害
賠
償
請
求
権
を
放
棄
す
る
場
合
に
監
査
委
員
等
の
意
見
の
聴
取
を
行
う
こ
と
が
必

要
で
あ
る
、

と
し
て
い
る
。

二　

地
方
自
治
法
改
正
の
内
容

第
三
一
次
地
制
調
答
申
を
受
け
改
正
さ
れ
た
地
方
自
治
法
の
主
な
内
容
（
地
方
公
共
団
体
の
長
等
の
損
害
賠
償
責
任
の
見
直
し
等
に
係

る
部
分
の
み
（
は
、

①　

普
通
地
方
公
共
団
体
は
、
条
例
で
、
当
該
地
方
公
共
団
体
の
長
等
の
損
害
賠
償
責
任
を
、
普
通
地
方
公
共
団
体
の
長
等
が
職
務
を

行
う
に
つ
き
善
意
で
か
つ
重
大
な
過
失
が
な
い
と
き
は
、
普
通
地
方
公
共
団
体
の
長
等
が
賠
償
の
責
任
を
負
う
額
か
ら
、
普
通
地
方

公
共
団
体
の
長
等
の
職
責
そ
の
他
の
事
情
を
考
慮
し
て
政
令
で
定
め
る
基
準
を
参
酌
し
て
、
政
令
で
定
め
る
額
以
上
で
当
該
条
例
で

定
め
る
額
を
控
除
し
て
得
た
額
に
つ
い
て
免
れ
さ
せ
る
旨
を
定
め
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
さ
れ
た
（
新
第
二
四
三
条
の
二
第
一
項

関
係
（。

な
お
、「
職
務
を
行
う
に
つ
き
善
意
で
か
つ
重
大
な
過
失
が
な
い
」
と
は
、
一
般
的
に
は
、
普
通
地
方
公
共
団
体
の
長
が
違
法
な
職

務
行
為
に
よ
っ
て
、
当
該
普
通
地
方
公
共
団
体
に
損
害
を
及
ぼ
す
こ
と
を
認
識
し
て
お
ら
ず
、
か
つ
、
認
識
し
な
か
っ
た
こ
と
に
つ

い
て
著
し
い
不
注
意
が
な
い
場
合
を
指
す
も
の
で
あ
る
こ
と
、
と
し
て
い
る
。

②　

普
通
地
方
公
共
団
体
の
議
会
は
①
の
条
例
の
制
定
又
は
改
廃
に
関
す
る
議
決
を
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
監
査
委
員

の
意
見
を
聴
か
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、
当
該
意
見
の
決
定
は
、
監
査
委
員
の
合
議
に
よ
る
も
の
と
さ
れ
た
（
新
第
二
四
三
条
の
二
第
二
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項
及
び
第
三
項
関
係
（。

③　

住
民
監
査
請
求
が
あ
っ
た
と
き
は
、
監
査
委
員
は
、
直
ち
に
当
該
請
求
の
要
旨
を
当
該
普
通
地
方
公
共
団
体
の
議
会
及
び
長
に
通

知
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
と
さ
れ
た
（
新
第
二
四
二
条
第
三
項
関
係
（。

④　

議
会
は
、
住
民
監
査
請
求
が
あ
っ
た
後
に
、
当
該
請
求
に
係
る
行
為
又
は
怠
る
事
実
に
関
す
る
損
害
賠
償
請
求
又
は
不
当
利
得
返

還
の
請
求
権
そ
の
他
の
権
利
の
放
棄
に
関
す
る
議
決
を
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
監
査
委
員
の
意
見
を
聴
か
な
け
れ
ば

な
ら
ず
、
当
該
意
見
の
決
定
は
、
監
査
委
員
の
合
議
に
よ
る
も
の
と
さ
れ
た
（
新
第
二
四
二
条
第
一
〇
項
及
び
第
一
一
項
関
係
（。

⑤　

住
民
訴
訟
の
対
象
と
な
る
違
法
な
行
為
又
は
怠
る
事
実
に
関
す
る
損
害
賠
償
又
は
不
当
利
得
返
還
の
請
求
権
そ
の
他
の
権
利
の
放

棄
に
つ
い
て
は
、
平
成
二
四
年
各
最
判
の
趣
旨
に
加
え
、
本
改
正
に
よ
り
①
の
措
置
が
講
じ
ら
れ
た
こ
と
を
受
け
、
①
の
条
例
の
制

定
の
有
無
に
か
か
わ
ら
ず
、
そ
の
趣
旨
を
踏
ま
え
、
よ
り
一
層
慎
重
な
判
断
が
求
め
ら
れ
る
こ
と
と
な
る
こ
と（

5
（

、

と
い
う
も
の
で
あ
っ
た
。

本
項
で
は
、
上
記
の
う
ち
の
主
と
し
て
①
、
②
、
④
を
中
心
に
、
検
討
を
加
え
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
い
る
。

三　

賠
償
責
任
限
度
額
の
設
定
等
に
つ
い
て

①　

普
通
地
方
公
共
団
体
の
長
等
の
損
害
賠
償
責
任
の
一
部
免
責
に
係
る
責
任
の
最
低
額

こ
の
法
改
正
に
よ
り
、
条
例
で
地
方
公
共
団
体
の
長
等
の
損
害
賠
償
責
任
に
つ
い
て
、
職
務
を
行
う
に
つ
き
善
意
で
か
つ
重
大
な
過

失
が
な
い
と
き
は
、
政
令
で
定
め
る
基
準
を
参
酌
し
て
、
政
令
で
定
め
る
額
以
上
で
、
当
該
条
例
で
定
め
る
額
を
控
除
し
て
得
た
額
に

つ
い
て
免
れ
さ
せ
る
旨
を
定
め
る
こ
と
が
で
き
る
と
す
る
新
第
二
四
三
条
の
二
第
一
項
の
規
定
を
受
け
て
、
地
自
法
改
正
政
令
（
令
和

二
年
四
月
一
日
施
行
（
に
よ
り
、
地
方
公
共
団
体
の
長
等
に
係
る
参
酌
基
準
（
地
方
自
治
法
第
二
四
三
条
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
政
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令
で
定
め
る
基
準
（
は
、
普
通
地
方
公
共
団
体
か
ら
地
方
自
治
法
第
二
四
三
条
の
二
第
一
項
の
規
定
の
損
害
を
賠
償
す
る
責
任
（
以
下

「
普
通
地
方
公
共
団
体
の
長
等
の
損
害
賠
償
責
任
」
と
い
う
。（
の
原
因
と
な
っ
た
行
為
を
行
っ
た
日
を
含
む
会
計
年
度
に
お
い
て
在
職

中
に
支
給
さ
れ
、
又
は
支
給
さ
れ
る
べ
き
地
方
自
治
法
第
二
〇
三
条
の
二
第
一
項
又
は
第
二
〇
四
条
第
一
項
若
し
く
は
第
二
項
の
規
定

に
よ
る
給
与
（
扶
養
手
当
、
住
居
手
当
、
通
勤
手
当
、
単
身
赴
任
手
当
又
は
寒
冷
地
手
当
が
支
給
さ
れ
て
い
る
場
合
に
は
、
こ
れ
ら
の

手
当
を
除
く
。（
の
一
会
計
年
度
当
た
り
の
額
に
相
当
す
る
額
と
し
て
総
務
省
令
に
定
め
る
方
法
に
よ
り
算
定
さ
れ
る
額
（
以
下
「
地
方

公
共
団
体
の
長
等
の
基
準
給
与
年
額
」
と
い
う
。（
と
し
、
普
通
地
方
公
共
団
体
の
長
に
つ
い
て
は
、
六
倍
と
さ
れ
た
（
新
第
一
七
三
条

第
一
項
第
一
号
（。

こ
の
基
準
は
、
会
社
法
（
平
成
一
七
年
法
律
第
八
六
号
（
に
規
定
す
る
役
員
等
の
株
式
会
社
に
対
す
る
損
害
賠
償
責
任
（
第
四
二
三

条
以
下
（、
同
法
第
四
二
五
条
（
責
任
の
一
部
免
除
（
第
一
項
第
一
号
に
規
定
す
る
代
表
取
締
役
又
は
代
表
執
行
役
と
同
じ
で
あ
る
。

な
お
、
地
方
自
治
法
第
二
四
三
条
の
二
第
一
項
が
「
職
責
そ
の
他
の
事
情
」
を
考
慮
し
て
参
酌
基
準
を
定
め
る
と
し
て
い
る
趣
旨
に

鑑
み
、
普
通
地
方
公
共
団
体
の
長
等
の
基
準
給
与
年
額
を
地
方
公
共
団
体
の
長
等
の
損
害
賠
償
責
任
の
原
因
と
な
っ
た
行
為
を
行
っ
た

日
を
基
準
に
判
断
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
お
り
、
退
職
手
当
は
普
通
地
方
公
共
団
体
の
長
が
退
職
し
た
後
に
、
そ
の
者
又
は
そ
の
遺
族
に

対
し
て
支
給
さ
れ
る
も
の
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
地
方
公
共
団
体
の
長
等
の
基
準
給
与
年
額
に
含
ま
れ
な
い
こ
と
と
さ
れ
た
。

②　

普
通
地
方
公
共
団
体
の
長
等
の
損
害
賠
償
責
任
の
一
部
免
責
を
行
っ
た
場
合
に
必
要
な
手
続

地
方
自
治
法
第
二
四
三
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
条
例
（
以
下
「
一
部
免
責
条
例
」
と
い
う
。（
を
定
め
て
い
る
普
通
地
方
公
共

団
体
の
長
は
、
当
該
普
通
地
方
公
共
団
体
に
お
け
る
普
通
地
方
公
共
団
体
の
長
等
が
同
項
の
規
定
に
よ
り
損
害
賠
償
責
任
を
免
れ
た
こ

と
を
知
っ
た
時
は
速
や
か
に
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
当
該
普
通
地
方
公
共
団
体
の
議
会
に
報
告
す
る
と
と
も
に
、
当
該
事
項
を
公
表
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
さ
れ
た
。
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ア　

当
該
普
通
地
方
公
共
団
体
の
長
等
の
損
害
賠
償
責
任
の
原
因
と
な
っ
た
事
実
（
当
該
長
等
が
職
務
を
行
う
に
つ
き
善
意
で
か
つ
重

大
な
過
失
が
な
い
と
い
う
判
断
の
基
礎
と
な
っ
た
事
実
を
含
む
。（
及
び
普
通
地
方
公
共
団
体
の
長
等
が
賠
償
の
責
任
を
負
う
額

イ　

当
該
普
通
地
方
公
共
団
体
の
長
等
が
賠
償
の
責
任
を
負
う
額
か
ら
一
部
免
責
条
例
に
基
づ
き
控
除
す
る
額
及
び
そ
の
算
定
の
基
礎

ウ　

地
方
自
治
法
第
二
四
三
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
、
当
該
普
通
地
方
公
共
団
体
の
長
等
が
賠
償
の
責
任
を
免
れ
た
額

四　

議
会
の
議
決
に
よ
る
損
害
賠
償
請
求
権
の
放
棄

第
三
一
次
地
制
調
答
申
（
二
四
・
二
五
頁
（
で
は
、
⑤ 

見
直
し
の
方
向
性
の
中
で
、「
不
適
正
な
事
務
処
理
の
抑
止
効
果
を
維
持
す
る
た

め
、
裁
判
所
に
よ
り
財
務
会
計
行
為
の
違
法
性
や
注
意
義
務
違
反
の
有
無
が
確
認
さ
れ
る
た
め
の
工
夫
や
、
四
号
訴
訟
の
対
象
と
な
る
損

害
賠
償
請
求
権
の
訴
訟
係
属
中
の
放
棄
を
禁
止
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
」
と
さ
れ
て
い
た
が
、
今
回
の
改
正
で
は
、
こ
の
う
ち
の
四
号

訴
訟
の
対
象
と
な
る
損
害
賠
償
請
求
権
の
訴
訟
係
属
中
の
放
棄
の
禁
止
に
つ
い
て
は
、
見
送
ら
れ
た
。

こ
れ
に
対
す
る
総
務
省
担
当
者
の
説
明
と
し
て
、
住
民
訴
訟
制
度
の
見
直
し
に
関
す
る
懇
談
会
に
お
け
る
検
討
結
果
と
し
て
、「
四
号
訴

訟
の
対
象
と
な
る
損
害
賠
償
請
求
の
放
棄
を
禁
止
す
べ
き
と
の
議
論
も
あ
る
が
、
長
や
職
員
個
人
が
負
担
す
る
損
害
賠
償
額
を
限
定
す
る

措
置
を
講
じ
る
こ
と
と
す
れ
ば
、
故
意
・
重
過
失
の
場
合
の
損
害
賠
償
請
求
の
放
棄
や
、
軽
過
失
の
場
合
に
最
低
限
負
担
す
べ
き
と
さ
れ

る
損
害
賠
償
額
に
か
か
る
請
求
権
の
放
棄
に
際
し
て
は
、
よ
り
一
層
慎
重
な
判
断
が
求
め
ら
れ
る
も
の
で
あ
り
、
長
や
職
員
個
人
が
負
担

す
る
措
置
を
講
じ
た
後
の
施
行
状
況
も
鑑
み
て
今
後
そ
の
適
否
に
つ
い
て
さ
ら
に
検
討
を
行
う
べ
き（

6
（

」
と
考
え
ら
れ
た
こ
と
に
よ
る
も
の

と
し
て
い
る
。

し
か
し
な
が
ら
、
こ
れ
に
関
し
て
は
、
先
の
平
成
二
八
年
一
二
月
二
六
日
に
総
務
省
で
行
わ
れ
た
第
二
回
住
民
訴
訟
制
度
の
見
直
し
に

関
す
る
懇
談
会
で
は
、
日
本
弁
護
士
連
合
会
の
一
員
で
、
参
考
人
と
し
て
意
見
を
述
べ
た
阿
部
泰
隆
弁
護
士
・
神
戸
大
学
名
誉
教
授
は
、
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「
軽
過
失
一
部
免
責
と
い
う
妥
協
案
で
ま
と
め
さ
せ
、
重
過
失
責
任
主
義
（
軽
過
失
免
責
（
の
採
用
は
阻
止
で
き
た
が
、
し
か
し
、
権
利
放

棄
議
決
は
、
前
記
の
地
方
制
度
調
査
会
の
答
申
に
反
し
て
、
む
し
ろ
制
限
な
く
残
っ
て
し
ま
っ
た
…
…
軽
過
失
に
つ
い
て
限
定
責
任
を
導

入
し
つ
つ
、
権
利
放
棄
議
決
に
つ
い
て
は
、
そ
れ
を
禁
止
す
る
立
法
を
せ
ず
、
な
お
、
権
利
放
棄
議
決
が
で
き
る
余
地
を
残
し
て
い
る
こ

と
で
あ
る
。
軽
過
失
の
責
任
に
限
度
額
を
設
け
た
ら
、
そ
れ
を
更
に
免
除
す
る
権
利
放
棄
議
決
が
認
め
ら
れ
る
べ
き
場
合
は
ど
ん
な
場
合

な
の
か
、
故
意
・
重
過
失
で
も
、
権
利
放
棄
議
決
が
な
さ
れ
る
べ
き
場
合
は
ど
ん
な
場
合
な
の
か
、
な
ん
ら
明
ら
か
に
さ
れ
ず
、
権
利
放

棄
議
決
の
余
地
が
残
る
こ
と
か
ら
、
悪
質
な
議
会
は
、
正
当
な
理
由
も
な
い
の
に
、
権
利
放
棄
議
決
を
し
て
、
あ
わ
よ
く
ば
有
効
と
す
る

判
決
が
で
る
こ
と
を
期
待
し
、
そ
う
で
な
く
て
も
住
民
訴
訟
で
そ
れ
が
無
効
と
さ
れ
る
ま
で
引
き
延
ば
し
、
住
民
が
疲
弊
し
て
、
住
民
訴

訟
が
機
能
し
な
く
な
る
こ
と
を
待
つ
こ
と
が
起
き
る（

7
（

」、
と
し
て
い
る
ほ
か
、「
訴
訟
継
続
中
の
放
棄
を
禁
止
す
る
こ
と
や
軽
過
失
の
場
合

に
賠
償
額
の
軽
減
措
置
を
定
め
た
こ
と
に
対
応
し
て
重
大
な
過
失
や
故
意
が
あ
る
場
合
に
は
放
棄
を
禁
止
す
る
な
ど
の
制
限
が
加
え
ら
れ

る
べ
き
で
あ
っ
た
と
し
、
改
正
法
で
は
、
訴
訟
継
続
中
で
も
、
監
査
委
員
の
意
見
を
聴
く
こ
と
を
要
件
と
し
て
債
権
放
棄
は
可
能
と
さ
れ

た
が
、
監
査
委
員
の
意
見
が
議
会
の
放
棄
議
決
を
ど
れ
だ
け
制
御
し
う
る
か
は
疑
問
で
あ
る（

8
（

」、「
長
等
の
損
害
賠
償
責
任
の
減
免
責
に
関

す
る
法
改
正
の
必
要
性
等
は
必
ず
し
も
説
得
的
で
は
な
い
よ
う
に
思
わ
れ
る
。
ま
た
、
今
回
の
住
民
訴
訟
制
度
の
変
更
に
当
た
っ
て
法
案

立
案
過
程
で
重
視
さ
れ
た
の
は
、
最
高
裁
判
所
の
法
廷
意
見
と
い
う
よ
り
も
補
足
意
見
等
で
あ
っ
て
、
従
来
着
手
で
き
な
か
っ
た
法
改
正

に
向
け
た
き
っ
か
け
と
し
て
用
い
ら
れ
た
よ
う
に
も
見
え
な
い
で
は
な
い
。
加
え
て
、『
萎
縮
効
果
』
の
証
明
が
困
難
で
あ
る
こ
と
も
反
映

し
て
か
、
法
案
審
議
に
お
い
て
、
法
改
正
の
必
要
性
に
か
か
わ
る
質
問
に
対
す
る
答
弁
で
は
『
〇
〇
が
指
摘
さ
れ
て
い
る
』
と
の
表
現
が

目
立
ち
、
法
案
提
出
者
自
身
の
問
題
意
識
な
り
、
必
要
性
に
関
す
る
認
識
が
明
確
で
は
な
か
っ
た
よ
う
に
思
わ
れ
る
。
ま
た
、
法
改
正
の

必
要
性
に
関
連
し
て
、
例
え
ば
、
国
会
審
議
に
お
い
て
は
若
干
質
疑
が
行
わ
れ
た
も
の
の
、
例
え
ば
高
額
な
損
害
賠
償
が
命
じ
ら
れ
た
事

例
に
お
け
る
損
害
賠
償
金
の
支
払
い
状
況
に
関
す
る
調
査
が
十
分
に
は
行
わ
れ
て
い
な
か
っ
た
よ
う
で
あ
る
。
し
か
も
、
第
三
一
次
地
制
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調
専
門
小
委
員
会
に
お
い
て
も
、
筆
者
が
議
事
録
等
を
み
た
限
り
、
こ
の
点
が
明
確
に
議
論
さ
れ
た
と
は
言
い
難
い
」（

9
（

、
な
ど
の
批
判（

（1
（

が
あ

る
。な

お
、
衆
議
院
、
参
議
院
に
お
い
て
、
次
の
よ
う
な
附
帯
決
議
が
な
さ
れ
て
い
る
。

地
方
自
治
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
に
対
す
る
附
帯
決
議
（
一
部
抜
粋
）

・
衆
議
院
附
帯
決
議

政
府
は
、
本
法
施
行
に
当
た
り
、
次
の
事
項
に
十
分
配
慮
す
べ
き
で
あ
る
。

二　

普
通
地
方
公
共
団
体
に
お
け
る
監
査
委
員
等
の
専
門
性
を
確
保
し
、
監
査
の
品
質
向
上
を
図
る
た
め
、
監
査
を
支
援
す
る
組
織
・

体
制
の
在
り
方
に
つ
い
て
引
き
続
き
検
討
を
行
う
こ
と
。

三　

普
通
地
方
公
共
団
体
の
長
等
の
損
害
賠
償
責
任
に
つ
い
て
、
職
務
を
行
う
に
つ
き
軽
過
失
の
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
一
部
を
免

れ
さ
せ
る
旨
を
条
例
で
定
め
る
こ
と
が
で
き
る
措
置
を
講
ず
る
こ
と
に
鑑
み
、
議
会
に
よ
る
損
害
賠
償
又
は
不
当
利
得
返
還
の
請

求
権
の
放
棄
の
在
り
方
に
つ
い
て
、
本
法
の
施
行
状
況
も
踏
ま
え
つ
つ
、
引
き
続
き
検
討
を
行
う
こ
と
。

四　

普
通
地
方
公
共
団
体
の
議
会
が
果
た
す
べ
き
監
視
機
能
の
向
上
及
び
議
員
活
動
の
透
明
性
確
保
の
在
り
方
に
つ
い
て
検
討
を
行

い
、
こ
れ
を
踏
ま
え
て
各
地
方
公
共
団
体
に
対
し
て
必
要
な
助
言
を
行
う
よ
う
努
め
る
こ
と
。

・
参
議
院
附
帯
決
議

政
府
は
、
本
法
施
行
に
当
た
り
、
次
の
事
項
に
つ
い
て
そ
の
実
現
に
努
め
る
べ
き
で
あ
る
。

二
、
総
務
大
臣
が
策
定
す
る
監
査
基
準
の
指
針
に
つ
い
て
は
、
監
査
を
実
施
す
る
基
本
原
則
、
留
意
事
項
と
と
も
に
、
全
国
的
に
共

通
な
基
準
や
技
術
的
な
基
準
な
ど
的
確
・
公
正
な
監
査
が
実
施
で
き
る
も
の
と
な
る
よ
う
努
め
る
こ
と
。
監
査
基
準
は
当
該
地
方
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公
共
団
体
の
監
査
委
員
が
策
定
す
る
も
の
で
あ
り
、
地
域
の
実
情
を
踏
ま
え
た
適
切
な
基
準
に
つ
い
て
は
尊
重
す
る
こ
と
。

三
、
監
査
委
員
等
の
専
門
性
を
確
保
し
、
監
査
の
品
質
向
上
を
図
る
た
め
、
監
査
を
支
援
す
る
組
織
・
体
制
の
在
り
方
に
つ
い
て
引

き
続
き
検
討
を
行
う
こ
と
。

四
、
地
方
公
共
団
体
の
長
等
に
対
す
る
賠
償
責
任
額
の
限
定
措
置
に
よ
り
、
地
方
公
共
団
体
の
長
等
の
職
務
遂
行
に
影
響
が
出
る
の

で
は
な
い
か
と
の
声
に
対
し
真
摯
に
向
き
合
い
、
本
法
施
行
後
の
状
況
を
注
視
し
つ
つ
引
き
続
き
検
討
を
行
う
こ
と
。

五　

監
査
制
度
の
充
実
・
強
化

①　

監
査
委
員
の
選
任
に
関
し
て

監
査
委
員
の
選
任
に
関
し
て
、
少
し
論
点
が
ず
れ
る
か
も
し
れ
な
い
が
、
筆
者
が
自
治
体
職
員
の
頃
の
少
し
古
い
資
料
だ
が
、
平
成

一
四
年
に
「
審
議
会
等
の
整
理
合
理
化
に
関
す
る
基
本
的
計
画
（
平
成
一
一
年
四
月
二
七
日
閣
議
決
定
（」
に
沿
っ
て
、審
議
会
の
見
直

し
に
関
し
、
条
例
、
規
則
等
に
規
定
す
る
審
議
会
及
び
要
綱
等
の
規
定
に
基
づ
く
審
議
会
等
に
つ
い
て
調
査
を
し
た
こ
と
が
あ
っ
た
。

そ
の
中
で
、
監
査
委
員
等
に
つ
い
て
も
、
そ
の
職
業
等
に
つ
い
て
、
近
隣
の
自
治
体
も
含
め
調
査
を
行
っ
た（

（（
（

。

現
在
で
は
、
監
査
委
員
の
機
能
の
充
実
等
が
図
ら
れ
て
お
り
、
以
前
の
よ
う
な
こ
と
は
な
い
と
思
わ
れ
る
が
、
当
時
は
、
平
成
八

（
一
九
九
六
（
年
五
月
に
発
覚
し
大
問
題
と
な
っ
た
三
重
県
監
査
委
員
事
務
局
職
員
の
カ
ラ
出
張
問
題
（
阪
神
・
淡
路
大
震
災
が
発
生
し

た
一
九
九
五
年
一
月
一
七
日
に
、
佐
賀
県
に
出
張
し
て
い
た
と
さ
れ
て
い
た
（
や
他
の
自
治
体
で
も
監
査
委
員
ら
の
視
察
研
修
と
い
う

名
の
観
光
旅
行
問
題
な
ど
、
い
ろ
い
ろ
と
市
民
や
マ
ス
コ
ミ
か
ら
強
い
批
判
を
受
け
た
時
期
が
あ
っ
た（

（1
（

。

こ
の
時
の
調
査
で
も
、監
査
機
能
の
充
実
化
と
い
う
点
に
お
い
て
は
十
分
と
は
言
え
な
い
も
の
が
あ
っ
た
。
そ
の
一
例
を
あ
げ
る
と
、

長
の
支
持
者
や
与
党
会
派
か
ら
の
議
員
の
選
出
が
多
く
見
受
け
ら
れ
た
こ
と
や
、
な
か
に
は
、
議
会
の
推
薦
に
よ
る
委
員
の
審
議
会
等
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の
一
覧
表
が
作
成
さ
れ
て
お
り
、
そ
の
表
に
は
、
報
酬
の
あ
る
な
し
や
報
酬
額
等
も
記
載
さ
れ
た
欄
が
あ
り
、
実
力
者
・
有
力
者
か
ら

選
ば
れ
て
い
る
と
い
う
自
治
体
も
あ
っ
た
。

一
方
で
、「
地
方
分
権
と
市
議
会
の
活
性
化
」
に
関
す
る
調
査
研
究
報
告
書
（
平
成
一
〇
年
二
月　

全
国
市
議
会
議
長
会　

都
市
行
政

問
題
研
究
会
（
第
３
部 

市
議
会
の
活
性
化
方
策
，
１
．
議
会
の
組
織
・
構
成
に
つ
い
て
，（
6
（ 

議
員
の
審
議
会
等
へ
の
参
画
の
見
直

し
の
中
で
，「
市
長
の
設
置
す
る
附
属
機
関
で
あ
る
各
種
審
議
会
、
協
議
会
な
ど
に
、
議
員
が
委
員
と
し
て
任
命
さ
れ
て
参
画
す
る
事
例

が
多
い
。
市
長
部
局
側
と
し
て
は
、
審
議
会
と
い
う
政
策
形
成
過
程
に
議
員
が
参
画
し
て
い
る
こ
と
で
、
議
会
に
お
け
る
審
議
を
円
滑

に
す
る
と
い
う
側
面
が
あ
る
一
方
、
議
員
の
側
と
し
て
は
、
政
策
形
成
の
初
期
段
階
に
お
け
る
情
報
・
資
料
の
入
手
が
容
易
と
な
る
ほ

か
、
一
種
の
名
誉
と
な
る
な
ど
の
側
面
が
あ
る
。
し
か
し
、
議
員
が
市
長
の
設
置
す
る
審
議
会
等
に
参
画
す
る
こ
と
は
、
立
法
機
関
と

執
行
機
関
と
の
機
関
対
立
型
を
と
る
民
主
的
な
地
方
制
度
の
趣
旨
に
反
す
る
。
こ
の
こ
と
は
、執
行
機
関
に
よ
る
議
員
の
事
実
上
の『
と

り
こ
み
』
が
行
わ
れ
て
い
る
こ
と
を
意
味
す
る
も
の
で
あ
り
、
適
当
と
は
言
え
な
い
」
と
し
て
、
そ
の
参
画
の
見
直
し
を
図
る
べ
き
で

あ
る
と
し
て
い
る
」、
と
し
て
い
る
。

そ
の
後
の
、「
分
権
時
代
に
お
け
る
市
議
会
の
あ
り
方
に
関
す
る
調
査
研
究
報
告
書
〜
市
議
会
の
現
場
か
ら
議
会
制
度
を
見
つ
め
直
す

〜
」（
平
成
一
八
年
二
月 

都
市
行
政
問
題
研
究
会
（
二
七
頁
に
お
い
て
も
、（
2
（ 

執
行
機
関
の
附
属
機
関
へ
の
参
画
を
見
直
す
こ
と
、

の
な
か
で
，「
長
が
設
置
す
る
附
属
機
関
で
あ
る
各
種
審
議
会
、
協
議
会
等
に
議
員
が
委
員
と
し
て
参
画
す
る
事
例
は
、
調
査
に
よ
れ
ば

減
少
傾
向
に
あ
る
も
の
の
多
く
の
市
に
お
い
て
議
員
が
委
員
と
し
て
こ
れ
に
参
画
し
て
い
る
。
本
研
究
会
の
『
10
年
報
告
書
』
の
第
３

部
『
市
議
会
の
活
性
化
策
』
に
お
い
て
、『
議
員
の
審
議
会
等
へ
の
参
画
の
見
直
し
』
に
関
し
、『
議
員
が
市
長
の
設
置
す
る
審
議
会
等

に
参
画
す
る
こ
と
は
、
立
法
機
関
と
執
行
機
関
と
の
機
関
対
立
型
を
と
る
民
主
的
な
地
方
制
度
の
趣
旨
に
反
す
る
』」
と
し
て
い
る
。

筆
者
は
、
審
議
会
委
員
同
様
こ
の
延
長
線
上
に
監
査
委
員
に
つ
い
て
も
議
員
を
除
く
べ
き
で
あ
る
と
考
え
て
い
る
。
そ
の
理
由
は
、
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上
記
以
外
に
も
、
議
員
は
、
予
算
等
の
審
議
等
を
通
じ
て
執
行
機
関
を
監
視
す
べ
き
で
あ
り
、
決
算
等
に
お
い
て
も
同
じ
こ
と
が
言
え

る
。
自
分
が
議
会
で
議
決
し
た
予
算
や
承
認
し
た
予
算
の
決
算
が
裁
判
で
違
法
と
さ
れ
た
場
合
に
、
今
度
は
、
監
査
委
員
の
立
場
で
違

法
と
い
え
る
の
か
、
ま
た
、
監
査
委
員
と
し
て
も
、
そ
も
そ
も
住
民
訴
訟
の
前
の
住
民
監
査
請
求
で
是
正
し
な
い
、
違
法
と
は
さ
れ
な

い
か
ら
訴
訟
に
な
っ
て
い
る
の
で
あ
り
、
二
重
の
意
味
に
お
い
て
も
疑
問
で
あ
る
。

ま
た
、
現
状
で
は
、
ま
だ
ま
だ
与
党
の
議
員
が
監
査
委
員
に
な
る
場
合
が
多
い
と
考
え
ら
れ
、
本
来
監
査
委
員
は
独
任
制
の
機
関
で

あ
る
が
、
今
回
の
改
正
で
は
監
査
委
員
の
合
議
制
で
意
見
を
言
う
こ
と
に
な
る
た
め
、
政
治
的
な
判
断
が
優
先
さ
れ
る
場
合
が
多
い
と

考
え
ら
れ
る
か
ら
で
あ
る（

（1
（

。

今
回
の
法
改
正
で
は
、
監
査
委
員
は
、「
普
通
地
方
公
共
団
体
の
長
が
、
議
会
の
同
意
を
得
て
、
人
格
が
高
潔
で
、
普
通
地
方
公
共
団

体
の
財
務
管
理
、事
業
の
経
営
管
理
そ
の
他
行
政
運
営
に
関
し
優
れ
た
識
見
を
有
す
る
者
（
議
員
で
あ
る
者
を
除
く
。（
及
び
議
員
の
う

ち
か
ら
、
こ
れ
を
選
任
す
る
。
た
だ
し
、
条
例
で
議
員
の
う
ち
か
ら
監
査
委
員
を
選
任
し
な
い
こ
と
が
で
き
る
」（
第
百
九
十
六
条
第
一

項
（
と
さ
れ
任
意
に
な
っ
た
が
、
本
来
議
員
が
監
査
委
員
に
な
る
必
要
が
あ
る
の
か
、
は
な
は
だ
疑
問
で
あ
る
。

平
成
一
九
年
四
月
一
日
現
在
の
監
査
委
員
の
就
任
状
況
は
、
都
道
府
県
で
は
、
監
査
委
員
、
実
数
一
九
〇
名
の
う
ち
、
識
見
を
有
す
る

者
が
九
八
名
、
こ
の
う
ち
、
当
該
地
方
公
共
団
体
の
Ｏ
Ｂ
が
三
四
名
、
公
認
会
計
士
一
三
名
、
議
員
選
出
九
二
名
等
と
な
っ
て
お
り
、
市

に
つ
い
て
は
、
一
九
五
四
名
の
監
査
委
員
の
う
ち
、
識
見
を
有
す
る
者
が
一
〇
六
〇
名
、
こ
の
う
ち
地
方
公
共
団
体
の
Ｏ
Ｂ
が
三
一
一
名
、

公
認
会
計
士
九
四
名
、
税
理
士
二
三
一
名
、
そ
し
て
議
員
選
出
が
八
九
四
名
、
町
村
に
つ
い
て
は
、
二
一
七
五
名
の
う
ち
、
識
見
を
有
す

る
者
が
一
〇
九
八
名
で
、
当
該
地
方
公
共
団
体
の
Ｏ
Ｂ
が
二
三
四
名
、
そ
れ
か
ら
公
認
会
計
士
は
二
二
名
で
、
農
林
水
産
業
一
六
四
名
、

そ
し
て
、
議
員
選
出
が
一
〇
七
七
名
と
な
っ
て
い
る（

（1
（

。

と
こ
ろ
で
、
人
口
が
二
五
万
人
以
上
で
あ
る
大
津
市
は
、
監
査
委
員
の
定
数
は
四
人
で
、
監
査
委
員
は
市
長
等
の
指
揮
監
督
を
受
け
な
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い
独
立
し
た
執
行
機
関
で
あ
る
と
し
て
、
大
津
市
監
査
委
員
条
例
（
昭
和
三
一
年
条
例
第
一
八
号
（
第
二
条
の
規
定
に
よ
り
、
監
査
委
員

は
議
員
の
う
ち
か
ら
選
任
し
な
い
と
さ
れ
て
い
る
（
平
成
三
〇
年
五
月
一
六
日
施
行
（。「
監
査
に
住
民
代
表
と
し
て
の
議
員
が
参
加
す
る

こ
と
の
意
義
」
に
つ
い
て
、
大
津
市
議
会
局
次
長
の
清
水
克
士
氏
は
、「
私
は
、
自
治
体
職
員
の
立
場
か
ら
お
話
し
し
た
い
。
執
行
部
に
い

た
と
き
、
監
査
委
員
と
対
峙
す
る
実
地
監
査
は
、
真
剣
勝
負
の
場
で
あ
っ
た
。
と
こ
ろ
が
、
議
会
局
に
来
て
実
地
監
査
の
印
象
は
一
変
し

た
。
代
表
監
査
委
員
や
識
見
監
査
委
員
は
、
隣
に
い
る
議
選
監
査
委
員（

（1
（

に
忖
度
し
て
、
い
か
に
も
質
問
し
づ
ら
そ
う
で
あ
り
、
議
選
監
査

委
員
も
自
ら
を
監
査
す
る
こ
と
に
な
る
の
で
、
天
に
唾
す
る
よ
う
な
感
じ
の
微
妙
な
空
気
と
な
る
か
ら
だ
。
そ
れ
が
、
制
度
的
に
無
理
が

あ
る
か
ら
で
は
な
い
か
と
感
じ
た
き
っ
か
け
で
あ
る
。
私
が
議
会
局
に
来
て
か
ら
、
議
選
監
査
委
員
が
議
会
の
た
め
に
具
体
的
に
役
に
立

っ
た
こ
と
が
あ
る
か
と
問
わ
れ
れ
ば
、
少
な
く
と
も
大
津
市
議
会
で
は
皆
無
で
あ
る（

（1
（

」
と
し
て
い
る
。

実
は
、
第
二
九
次
地
方
制
度
調
査
会
に
お
い
て
、
議
選
監
査
委
員
の
廃
止
に
つ
い
て
論
議
さ
れ
て
い
た
が
、
市
議
会
議
長
会
等
は
、
否

定
的
な
意
見
を
述
べ
て
い
る
。

平
成
二
一
年
六
月
一
六
日
　
第
二
九
次
地
方
制
度
調
査
会
答
申

「
今
後
の
基
礎
自
治
体
及
び
監
査
・
議
会
制
度
の
あ
り
方
に
関
す
る
答
申
」（
一
部
抜
粋
）

第
２　

監
査
機
能
の
充
実
・
強
化
（
一
二
頁
以
下
）

１　

監
査
委
員
制
度
の
充
実
・
強
化

監
査
委
員
制
度
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
ま
で
も
独
立
性
の
強
化
や
専
門
性
の
確
保
を
図
る
観
点
か
ら
、
識
見
を
有
す
る
監
査
委
員
の
う

ち
当
該
地
方
公
共
団
体
の
常
勤
職
員
で
あ
っ
た
い
わ
ゆ
る
Ｏ
Ｂ
委
員
の
就
任
制
限
や
、
条
例
に
よ
り
識
見
委
員
の
定
数
を
増
加
す
る
こ
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と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
な
ど
の
改
正
が
行
わ
れ
て
き
た
。

地
方
公
共
団
体
の
自
主
性
・
自
律
性
が
拡
大
す
る
中
で
、
住
民
の
信
頼
の
下
に
地
方
行
政
の
適
正
な
運
営
を
確
保
し
て
い
く
た
め
に

は
、
さ
ら
な
る
監
査
委
員
制
度
の
充
実
・
強
化
が
必
要
と
な
る
も
の
で
あ
り
、
監
査
委
員
の
独
立
性
の
強
化
や
監
査
の
透
明
性
の
確
保

等
に
つ
い
て
、
さ
ら
に
必
要
な
改
善
を
図
る
べ
き
で
あ
る
。

（
1
（ 

監
査
委
員
の
選
任
方
法
と
構
成

監
査
委
員
の
独
立
性
を
強
化
し
、
適
正
な
監
査
を
確
保
す
る
観
点
か
ら
、
監
査
委
員
の
選
任
方
法
や
構
成
に
つ
い
て
、
以
下
の
よ

う
な
検
討
を
行
っ
た
。

現
行
制
度
に
お
い
て
は
、
監
査
委
員
の
選
任
方
法
は
、
長
が
議
会
の
同
意
を
得
て
、
人
格
が
高
潔
で
、
地
方
公
共
団
体
の
財
務
管

理
、事
業
の
経
営
管
理
そ
の
他
行
政
運
営
に
関
し
優
れ
た
識
見
を
有
す
る
者
及
び
議
員
の
う
ち
か
ら
選
任
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
お
り
、

ま
た
、
監
査
委
員
の
構
成
は
、
当
該
地
方
公
共
団
体
の
常
勤
職
員
で
あ
っ
た
者
は
一
人
以
内
、
議
員
の
う
ち
か
ら
選
任
さ
れ
る
者
は

二
人
以
内
と
さ
れ
て
い
る
。

こ
の
点
に
つ
い
て
、
監
査
を
受
け
る
立
場
で
あ
る
長
が
監
査
委
員
を
選
任
し
て
い
る
た
め
、
監
査
委
員
の
独
立
性
が
十
分
に
確
保

さ
れ
て
い
な
い
の
で
は
な
い
か
と
い
っ
た
指
摘
が
あ
る
。

ま
た
、
議
員
の
う
ち
か
ら
選
任
さ
れ
る
い
わ
ゆ
る
議
選
委
員
に
つ
い
て
は
、
短
期
で
交
代
す
る
例
が
多
い
こ
と
や
、
当
該
地
方
公

共
団
体
の
内
部
に
あ
る
者
で
あ
り
、
そ
の
監
査
が
形
式
的
に
な
り
が
ち
で
は
な
い
か
と
の
指
摘
が
あ
る
。

こ
の
た
め
、
監
査
委
員
の
選
任
方
法
を
議
会
の
選
挙
に
よ
る
こ
と
に
改
め
、
長
か
ら
の
監
査
委
員
の
独
立
性
を
確
保
す
る
こ
と
が

適
当
で
あ
る
と
の
意
見
が
あ
っ
た
。
さ
ら
に
、
議
会
の
選
挙
の
際
の
候
補
者
の
選
考
方
法
に
つ
い
て
も
、
地
方
公
共
団
体
の
判
断
で

公
募
が
で
き
る
よ
う
に
す
る
な
ど
選
択
の
余
地
を
設
け
る
よ
う
に
す
べ
き
と
の
意
見
が
あ
っ
た
。
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ま
た
、
そ
の
際
に
は
、
長
と
と
も
に
議
会
も
監
査
委
員
の
監
査
の
対
象
と
な
っ
て
お
り
、
監
査
委
員
は
、
長
か
ら
だ
け
で
な
く
議

会
か
ら
も
独
立
し
た
存
在
と
す
る
必
要
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
議
選
委
員
を
廃
止
し
、
議
会
は
当
該
地
方
公
共
団
体
の
行
政
全
般
に
わ

た
っ
て
幅
広
い
見
地
か
ら
執
行
機
関
を
チ
ェ
ッ
ク
す
る
と
い
う
本
来
の
機
能
を
果
た
し
て
い
く
べ
き
と
の
意
見
が
多
く
見
ら
れ
た
。

こ
れ
に
対
し
、
特
に
議
選
委
員
の
廃
止
に
つ
い
て
、
適
任
者
を
選
任
す
る
と
い
う
観
点
か
ら
議
員
を
含
め
て
監
査
委
員
と
し
て
の

適
性
を
判
断
し
た
う
え
で
選
任
す
べ
き
と
い
う
意
見
や
、
執
行
機
関
を
監
視
す
る
と
い
う
議
会
の
役
割
に
か
ん
が
み
る
と
議
選
委
員

は
維
持
さ
れ
る
べ
き
と
の
意
見
、
ま
た
、
監
査
委
員
の
選
任
を
議
会
の
選
挙
と
す
る
こ
と
に
つ
い
て
は
、
慎
重
に
検
討
す
べ
き
と
の

意
見
も
あ
り
、
賛
否
両
論
が
あ
っ
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。

さ
ら
に
、
議
選
委
員
を
廃
止
し
な
い
の
で
あ
れ
ば
、
監
査
委
員
の
構
成
に
つ
い
て
、
現
在
、
都
道
府
県
及
び
政
令
で
定
め
る
市
に

お
け
る
議
選
委
員
は
二
人
以
内
と
さ
れ
て
い
る
が
、
こ
れ
を
一
人
以
内
と
す
べ
き
と
い
う
意
見
や
、
公
選
に
よ
る
監
査
委
員
の
選
出

を
可
能
と
す
べ
き
と
の
意
見
が
あ
っ
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。

現
行
制
度
の
下
に
お
い
て
も
、
議
選
委
員
が
二
人
以
内
と
さ
れ
て
い
る
団
体
に
お
い
て
議
選
委
員
を
一
人
と
す
る
こ
と
や
、
条
例

に
よ
り
識
見
を
有
す
る
委
員
を
増
や
す
な
ど
の
取
組
が
行
わ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
り
、
制
度
の
範
囲
内
に
お
い
て
も
、
専
門
性
を

強
化
す
る
観
点
か
ら
地
域
の
実
情
に
応
じ
た
取
組
が
行
わ
れ
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
。

第
３　

議
会
制
度
の
在
り
方

１ 

議
会
の
団
体
意
思
決
定
機
能
や
監
視
機
能
の
向
上
策

（
2
（ 

議
会
の
監
視
機
能

② 

住
民
訴
訟
と
議
会
の
議
決
に
よ
る
権
利
放
棄
（
二
四
・
二
五
頁
（
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住
民
訴
訟
の
う
ち
、
地
方
自
治
法
第
二
四
二
条
の
二
第
一
項
第
四
号
に
基
づ
く
い
わ
ゆ
る
四
号
訴
訟
は
、
住
民
が
、
違
法
な
財
務

会
計
上
の
行
為
等
を
行
っ
た
職
員
又
は
そ
の
相
手
方
に
対
し
て
損
害
賠
償
又
は
不
当
利
得
返
還
の
請
求
を
す
る
こ
と
を
、
当
該
地
方

公
共
団
体
の
執
行
機
関
等
に
求
め
る
訴
訟
と
さ
れ
て
い
る
。
近
年
、
議
会
が
、
四
号
訴
訟
の
係
属
中
に
当
該
訴
訟
で
紛
争
の
対
象
と

な
っ
て
い
る
損
害
賠
償
請
求
権
を
放
棄
す
る
議
決
を
行
い
、
そ
の
こ
と
が
訴
訟
の
結
果
に
影
響
を
与
え
る
こ
と
と
な
っ
た
事
例
が
い

く
つ
か
見
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
て
い
る
。 

四
号
訴
訟
で
紛
争
の
対
象
と
な
っ
て
い
る
損
害
賠
償
又
は
不
当
利
得
返
還
の
請
求
権
を
当

該
訴
訟
の
係
属
中
に
放
棄
す
る
こ
と
は
、
住
民
に
対
し
裁
判
所
へ
の
出
訴
を
認
め
た
住
民
訴
訟
制
度
の
趣
旨
を
損
な
う
こ
と
と
な
り

か
ね
な
い
。
こ
の
た
め
、
四
号
訴
訟
の
係
属
中
は
、
当
該
訴
訟
で
紛
争
の
対
象
と
な
っ
て
い
る
損
害
賠
償
又
は
不
当
利
得
返
還
の
請

求
権
の
放
棄
を
制
限
す
る
よ
う
な
措
置
を
講
ず
る
べ
き
で
あ
る
。

④ 

議
会
の
実
地
検
査
権
等
の
監
視
機
能
（
二
六
頁
以
下
（

議
会
の
監
視
機
能
は
、
監
査
委
員
の
監
査
と
は
異
な
り
、
住
民
の
代
表
機
関
と
い
っ
た
立
場
か
ら
、
当
該
地
方
公
共
団
体
の
行
政

全
般
に
わ
た
っ
て
果
た
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
。

こ
の
よ
う
な
見
地
か
ら
、
議
会
は
執
行
機
関
に
対
す
る
検
査
権
、
監
査
請
求
権
や
調
査
権
等
を
有
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
が
、

今
後
さ
ら
に
こ
れ
ら
の
権
能
を
活
用
し
て
い
く
べ
き
で
あ
る
。

現
在
、
議
会
は
実
地
検
査
を
行
う
こ
と
が
で
き
ず
、
そ
の
よ
う
な
必
要
が
あ
る
場
合
に
は
監
査
委
員
に
対
す
る
監
査
請
求
に
よ
り

行
う
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。
こ
の
点
に
つ
い
て
、
仮
に
議
員
選
出
の
監
査
委
員
を
廃
止
す
る
の
で
あ
れ
ば
、
議
会
に
実
地
検
査
権
を

付
与
す
べ
き
で
は
な
い
か
と
の
意
見
や
、
監
査
委
員
の
選
任
方
法
や
構
成
に
つ
い
て
の
検
討
状
況
に
か
か
わ
ら
ず
、
議
会
に
実
地
検

査
権
を
付
与
す
べ
き
と
の
意
見
が
あ
っ
た
。
こ
れ
に
対
し
、
議
会
に
実
地
検
査
権
を
付
与
す
る
こ
と
に
つ
い
て
は
、
議
会
の
有
す
る

監
査
請
求
権
や
調
査
権
等
と
の
関
係
を
ど
の
よ
う
に
考
え
る
の
か
等
の
課
題
が
あ
る
と
の
意
見
も
あ
っ
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。
こ
の
よ
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う
な
こ
と
か
ら
、
議
会
の
実
地
検
査
権
に
つ
い
て
は
、
現
在
の
検
査
権
や
調
査
権
の
行
使
の
状
況
等
も
勘
案
し
つ
つ
、
検
討
し
て
い

く
べ
き
で
あ
る
（
下
線
は
筆
者
が
挿
入
（。

②　

債
権
放
棄
議
決
等
に
お
け
る
監
査
委
員
の
役
割

今
回
の
改
正
で
、
一
部
免
責
条
例
の
制
定
又
は
改
廃
に
関
す
る
議
決
を
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
監
査
委
員
の
意
見
を

聴
か
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、
当
該
意
見
の
決
定
は
、
監
査
委
員
の
合
議
に
よ
る
も
の
と
さ
れ
た
（
新
第
二
四
三
条
の
二
第
二
項
及
び
第
三

項
関
係
（
が
、「
監
査
委
員
は
、
も
と
も
と
、
住
民
監
査
請
求
を
却
下
し
た
か
ら
住
民
訴
訟
が
提
起
さ
れ
て
い
る
の
で
あ
る
し
、
議
会
の

同
意
を
得
て
首
長
に
任
命
さ
れ
る
か
ら
、
首
長
の
責
任
を
免
除
す
る
議
決
に
対
し
て
公
正
な
意
見
を
述
べ
る
こ
と
は
期
待
で
き
な
い
の

で
、
そ
れ
は
歯
止
め
に
は
な
ら
な
い
。
運
用
状
況
を
踏
ま
え
て
検
討
な
ど
と
い
う
こ
と
は
、
権
利
放
棄
議
決
が
な
さ
れ
て
か
ら
、
住
民

訴
訟
で
そ
れ
を
違
法
と
し
て
争
う
の
は
住
民
に
と
っ
て
大
変
な
負
担
で
あ
る
こ
と
を
理
解
し
て
い
な
い
。
そ
れ
は
実
質
的
に
は
住
民
訴

訟
を
安
楽
死
さ
せ
る
こ
と
を
意
味
し
て
い
る（

（1
（

」、
と
の
批
判
が
あ
る
。

六　

今
後
の
課
題

　

①　

住
民
訴
訟
の
意
義

日
本
弁
護
士
連
合
会
は
、
住
民
訴
訟
（
地
方
自
治
法
第
二
四
二
条
の
二
以
下
（
は
，
住
民
が
訴
訟
に
よ
り
地
方
公
共
団
体
の
長
等
の

違
法
な
財
務
会
計
行
為
を
是
正
又
は
抑
止
す
る
た
め
の
制
度
で
あ
る
。
過
剰
な
職
員
の
待
遇
，
公
共
性
な
き
補
助
金
，
不
当
な
額
の
売

買
契
約
，
競
争
入
札
に
す
べ
き
と
こ
ろ
随
意
契
約
に
す
る
違
法
な
入
札
，
談
合
に
よ
る
地
方
公
共
団
体
の
損
害
等
を
巡
る
数
々
の
住
民

勝
訴
判
決
が
，
長
等
に
緊
張
感
を
も
た
ら
し
，
違
法
な
財
務
会
計
行
為
に
対
し
て
抑
止
的
効
果
を
与
え
て
い
る
。
長
に
対
し
て
は
，
住

民
に
よ
っ
て
選
挙
さ
れ
た
議
員
で
構
成
さ
れ
る
議
会
に
よ
る
各
種
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
も
あ
る
が
，
議
会
が
長
を
支
持
す
る
多
数
派
で
構
成
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さ
れ
る
場
合
な
ど
に
は
十
分
に
機
能
し
な
い
恐
れ
が
あ
る
た
め
，
住
民
訴
訟
は
，
違
法
な
財
務
会
計
行
為
を
是
正
す
る
制
度
と
し
て
，

重
要
な
役
割
を
担
っ
て
い
る
と
言
え
る
（
当
連
合
会
の
二
〇
〇
五
年
（
平
成
一
七
年
（
六
月
一
六
日
付
け
「
公
金
検
査
請
求
訴
訟
制
度

の
提
言（

（1
（

」
参
照
。（、
と
し
て
い
る
。

と
こ
ろ
で
、
住
民
訴
訟
制
度
の
こ
れ
ま
で
の
沿
革
を
整
理
す
る
と

（
日
）
住
民
訴
訟
制
度
の
沿
革）
（1
（

○　

昭
和
二
三
年
地
方
自
治
法
の
一
部
改
正

Ｇ
Ｈ
Ｑ
の
改
正
案
を
き
っ
か
け
と
し
て
、「
普
通
地
方
公
共
団
体
の
長
、
出
納
長
も
し
く
は
収
入
役
そ
の
他
地
方
公
共
団
体
の
職
員
の

職
務
上
の
地
位
の
濫
用
に
よ
る
公
金
ま
た
は
財
産
営
造
物
の
違
法
又
は
不
当
な
処
理
に
つ
い
て
の
住
民
に
よ
る
矯
正
権
の
制
度
を
法

定
」
し
た
。（
国
務
大
臣
趣
旨
説
明
よ
り
「
改
正
地
方
制
度
資
料
・
第
五
部
」（

○　

昭
和
三
八
年
地
方
自
治
法
の
一
部
改
正

よ
り
実
効
性
の
あ
る
制
度
と
し
、
裁
判
の
運
用
に
支
障
を
来
た
す
こ
と
の
な
い
よ
う
に
規
定
を
明
確
化
に
す
る
こ
と
を
改
正
の
基
本

方
針
と
し
、
訴
訟
提
起
の
要
件
の
明
確
化
、
訴
訟
類
型
の
整
理
、
出
訴
期
間
の
制
限
の
新
設
、
訴
訟
手
続
に
関
す
る
必
要
な
規
定
を
法

定
化
す
る
等
の
改
正
を
行
っ
た
。

○　

平
成
六
年
地
方
自
治
法
の
一
部
改
正

職
員
が
勝
訴
し
た
場
合
の
公
費
負
担
を
規
定
し
た
。（
現
行
第
二
四
二
条
の
二
第
一
二
項
（

○　

平
成
十
四
年
地
方
自
治
法
の
一
部
改
正

個
人
と
し
て
の
地
方
公
共
団
体
の
長
等
の
職
員
を
被
告
と
し
て
、
地
方
公
共
団
体
に
代
位
し
て
行
う
請
求
に
係
る
訴
訟
で
あ
っ
た
も
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の
を
、
地
方
公
共
団
体
の
執
行
機
関
又
は
職
員
に
対
し
て
、
長
等
の
職
員
又
は
行
為
若
し
く
は
怠
る
事
実
に
係
る
相
手
方
に
損
害
賠
償

又
は
不
当
利
得
返
還
の
請
求
を
す
る
こ
と
を
求
め
る
請
求
を
す
る
訴
訟
に
す
る
な
ど
訴
訟
類
型
の
再
構
成
等
を
行
っ
た
。

判
例
で
は
、「
地
方
自
治
法
二
四
二
条
の
二
の
定
め
る
住
民
訴
訟
は
、
普
通
地
方
公
共
団
体
の
執
行
機
関
又
は
職
員
に
よ
る
同
法
二
四
二

条
一
項
所
定
の
財
務
会
計
上
の
違
法
な
行
為
又
は
怠
る
事
実
が
究
極
的
に
は
当
該
地
方
公
共
団
体
の
構
成
員
で
あ
る
住
民
全
体
の
利
益
を

害
す
る
も
の
で
あ
る
と
こ
ろ
か
ら
、
こ
れ
を
防
止
す
る
た
め
、
地
方
自
治
の
本
旨
に
基
づ
く
住
民
参
政
の
一
環
と
し
て
、
住
民
に
対
し
そ

の
予
防
又
は
是
正
を
裁
判
所
に
請
求
す
る
権
能
を
与
え
、
も
つ
て
地
方
財
務
行
政
の
適
正
な
運
営
を
確
保
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
た
も
の

で
あ
つ
て
、
執
行
機
関
又
は
職
員
の
右
財
務
会
計
上
の
行
為
又
は
怠
る
事
実
の
適
否
な
い
し
そ
の
是
正
の
要
否
に
つ
い
て
地
方
公
共
団
体

の
判
断
と
住
民
の
判
断
と
が
相
反
し
対
立
す
る
場
合
に
、
住
民
が
自
ら
の
手
に
よ
り
違
法
の
防
止
又
は
是
正
を
は
か
る
こ
と
が
で
き
る
点

に
、
制
度
の
本
来
の
意
義
が
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
住
民
の
有
す
る
右
訴
権
は
、
地
方
公
共
団
体
の
構
成
員
で
あ
る
住
民
全
体
の
利
益
を
保

障
す
る
た
め
に
法
律
に
よ
つ
て
特
別
に
認
め
ら
れ
た
参
政
権
の
一
種
で
あ
り
、
そ
の
訴
訟
の
原
告
は
、
自
己
の
個
人
的
利
益
の
た
め
や
地

方
公
共
団
体
そ
の
も
の
の
利
益
の
た
め
に
で
は
な
く
、
専
ら
原
告
を
含
む
住
民
全
体
の
利
益
の
た
め
に
、
い
わ
ば
公
益
の
代
表
者
と
し
て

地
方
財
務
行
政
の
適
正
化
を
主
張
す
る
も
の
で
あ
る
と
い
う
こ
と
が
で
き
る
。
住
民
訴
訟
の
判
決
の
効
力
が
当
事
者
の
み
に
と
ど
ま
ら
ず

全
住
民
に
及
ぶ
と
解
さ
れ
る
の
も
、
こ
の
た
め
で
あ
る
。
も
つ
と
も
、
損
害
補
填
に
関
す
る
住
民
訴
訟
は
、
地
方
公
共
団
体
の
有
す
る
損

害
賠
償
請
求
権
を
住
民
が
代
位
行
使
す
る
形
式
に
よ
る
も
の
と
定
め
ら
れ
て
い
る
が
、
こ
の
場
合
で
も
、
実
質
的
に
み
れ
ば
、
権
利
の
帰

属
主
体
た
る
地
方
公
共
団
体
と
同
じ
立
場
に
お
い
て
で
は
な
く
、
住
民
と
し
て
の
固
有
の
立
場
に
お
い
て
、
財
務
会
計
上
の
違
法
な
行
為

又
は
怠
る
事
実
に
係
る
職
員
等
に
対
し
損
害
の
補
填
を
要
求
す
る
こ
と
が
訴
訟
の
中
心
的
目
的
と
な
つ
て
い
る
の
で
あ
り
、
こ
の
目
的
を

実
現
す
る
た
め
の
手
段
と
し
て
、
訴
訟
技
術
的
配
慮
か
ら
代
位
請
求
の
形
式
に
よ
る
こ
と
と
し
た
も
の
で
あ
る
と
解
さ
れ
る（

11
（

」、
と
さ
れ
て
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い
る
。

ま
た
、
住
民
訴
訟
制
度
を
「
設
け
る
か
否
か
は
立
法
政
策
の
問
題
で
あ
っ
て
、
こ
れ
を
設
け
な
い
か
ら
と
て
、
地
方
自
治
の
本
旨
に
反

す
る
と
は
い
え
な
い
」
と
し
た
判
決（

1（
（

も
あ
る
。

②　

議
会
の
議
決
に
よ
る
損
害
賠
償
請
求
権
の
放
棄

今
回
の
改
正
で
は
、
訴
訟
継
続
中
の
放
棄
を
禁
止
す
る
こ
と
が
見
送
ら
れ
た
が
、
平
成
二
四
年
の
各
最
高
裁
判
決
以
降
、
最
高
裁
平

成
三
〇
年
一
〇
月
二
三
日
判
決
（
集
民
二
六
〇
号
一
頁
（
で
、
住
民
訴
訟
の
係
属
中
に
そ
の
請
求
に
係
る
損
害
賠
償
請
求
等
を
放
棄
す

る
旨
の
議
会
の
議
決
が
裁
量
権
の
逸
脱
又
は
濫
用
に
当
た
る
と
は
い
え
な
い
と
さ
れ
た
。
こ
の
判
決
は
、
こ
れ
ま
で
の
神
戸
市
事
件
最

高
裁
判
決
等
の
枠
組
に
沿
っ
た
事
例
で
あ
る
が
、
初
め
て
権
利
放
棄
の
適
法
性
に
関
す
る
具
体
的
な
判
断
が
示
さ
れ
た
。

要
約
す
る
と

（
1
（ 

当
該
請
求
権
の
発
生
原
因
で
あ
る
財
務
会
計
行
為
の
性
質
、
内
容
、
経
緯
及
び
影
響
（
そ
の
違
法
事
由
の
性
格
や
当
該
職
員
又
は

当
該
支
出
等
を
受
け
た
者
の
帰
責
性
等
が
考
慮
の
対
象
と
さ
れ
る
（

（
2
（ 

当
該
議
決
の
趣
旨
及
び
経
緯

（
3
（ 

当
該
請
求
権
の
放
棄
又
は
行
使
の
影
響

（
（
（ 

住
民
訴
訟
の
係
属
の
有
無
及
び
経
緯

（
5
（ 

事
後
の
状
況

（
6
（ 

そ
の
他
諸
般
の
事
情

こ
れ
ら
（
1
（
か
ら
（
6
（
ま
で
の
事
情
を
総
合
考
慮
し
て
、
こ
れ
を
放
棄
す
る
こ
と
が
普
通
地
方
公
共
団
体
の
民
主
的
か
つ
実
効

的
な
行
政
運
営
の
確
保
を
旨
と
す
る
地
方
自
治
法
の
趣
旨
等
に
照
ら
し
て
不
合
理
で
あ
っ
て
上
記
の
裁
量
権
の
範
囲
の
逸
脱
又
は
そ
の
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濫
用
に
当
た
る
と
認
め
ら
れ
る
と
き
は
、
例
外
的
に
、
そ
の
議
決
は
違
法
と
な
り
、
当
該
放
棄
は
無
効
に
な
る
も
の
と
解
す
る
も
の
が

相
当
で
あ
る（

11
（

と
し
た
。

今
後
こ
の
判
断
基
準
が
ど
う
活
か
さ
れ
る
の
か
、
今
回
の
法
改
正
の
施
行
状
況
も
み
て
検
証
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
が
、
今
回
の

法
改
正
の
制
度
設
計
に
つ
い
て
は
、
住
民
訴
訟
制
度
の
意
義
が
損
な
わ
れ
る
の
で
は
な
い
か
と
危
惧
し
て
い
る
。

議
会
に
よ
る
権
利
放
棄
議
決
に
つ
い
て
は
、
少
な
く
と
も
「
前
掲
最
高
裁
判
決
に
も
あ
る
と
お
り
、
議
会
の
裁
量
が
認
め
ら
れ
る
と

し
て
も
、
常
に
そ
れ
を
合
理
化
・
正
当
化
す
る
根
拠
が
求
め
ら
れ
る
。
し
か
も
、
免
責
条
例
が
制
定
さ
れ
て
い
て
、
減
免
責
さ
れ
る
額

を
超
え
る
個
別
の
権
利
放
棄
議
決
に
あ
た
っ
て
は
、
法
改
正
の
趣
旨
お
よ
び
前
掲
の
国
会
答
弁
を
踏
ま
え
る
と
、
相
応
の
理
由
を
明
示

す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
だ
ろ
う
…
…
し
た
が
っ
て
、
地
方
議
会
の
裁
量
判
断
に
対
す
る
法
的
お
よ
び
民
主
的
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
の
あ
り

方
・
あ
り
様
が
今
後
の
論
点
と
な
ろ
う
。
改
正
法
で
は
、
免
責
条
例
の
制
定
改
廃
と
損
害
賠
償
請
求
権
等
の
放
棄
に
あ
た
っ
て
、
監
査

委
員
へ
の
意
見
聴
取
が
義
務
付
け
ら
れ
た
。
そ
れ
は
、『
独
立
し
た
』
執
行
機
関
で
あ
る
監
査
委
員
が
関
与
す
る
こ
と
で
、
そ
の
判
断
の

『
客
観
性
と
合
理
性
』
を
確
保
す
る
た
め
で
あ
る
。
た
だ
、こ
の
制
度
設
計
に
つ
い
て
は
疑
問
も
提
起
さ
れ
て
い
る（

11
（

…
…
住
民
訴
訟
係
属

中
に
行
わ
れ
る
権
利
放
棄
議
決
に
あ
っ
て
は
、
住
民
監
査
請
求
に
対
し
て
既
に
監
査
委
員
は
意
見
を
述
べ
て
お
り
、
こ
の
手
続
の
効
果
・

有
効
性
に
疑
問
が
な
い
わ
け
で
は
な
い
」、
と
す
る
も
の
が
あ
る
。

住
民
訴
訟
の
裁
判
で
長
の
責
任
が
認
め
ら
れ
た
場
合
、
あ
る
意
味
で
は
、
そ
の
責
任
の
一
端
は
当
該
議
会
や
監
査
委
員
に
も
あ
る
わ

け
で
、
住
民
訴
訟
を
提
起
し
た
住
民
か
ら
す
れ
ば
、
長
・
議
会
・
監
査
委
員
は
連
帯
し
て
責
任
を
負
う
必
要
が
あ
る
と
も
い
え
る
。
そ

の
意
味
で
は
、
当
事
者
が
そ
の
責
任
を
免
責
す
る
よ
う
な
行
為
に
か
か
わ
る
の
は
、
制
度
設
計
上
無
理
が
あ
る
の
で
は
な
い
か（

11
（

。

お
わ
り
に
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今
回
の
法
改
正
に
当
た
っ
て
は
、
多
く
の
論
評
が
見
ら
れ
る
が
、
個
別
の
論
点
に
関
し
て
も
総
じ
て
批
判
的
な
も
の
が
多
い
よ
う
に
見

受
け
ら
れ
る
。
特
に
住
民
訴
訟
係
属
中
の
債
権
放
棄
議
決
の
禁
止
規
定
が
見
送
ら
れ
た
こ
と
は
、
住
民
訴
訟
制
度
の
本
質
・
存
在
意
義
に

か
か
わ
る
も
の
で
あ
り
、
最
高
裁
平
成
三
〇
年
一
〇
月
二
三
日
判
決
が
あ
る
も
の
の
、
よ
り
一
層
慎
重
な
判
断
が
求
め
ら
れ
る
。

ま
た
、
補
助
金
の
交
付
や
契
約
等
に
よ
る
支
出
負
担
行
為
に
当
た
っ
て
は
、
い
わ
ゆ
る
担
当
職
員
の
起
案
行
為
が
あ
り
、
担
当
部
局
の

ラ
イ
ン
の
決
裁
だ
け
で
な
く
、
そ
れ
こ
そ
チ
ェ
ッ
ク
す
る
た
め
の
別
の
部
局
の
ラ
イ
ン
の
決
裁
が
必
要
と
さ
れ
る
の
が
通
常
で
あ
る
。
各

自
治
体
で
は
、
事
務
決
裁
規
程
が
定
め
ら
れ
、
そ
の
公
金
支
出
の
内
容
に
よ
り
、
契
約
検
査
担
当
部
局
、
財
政
担
当
部
局
、
法
規
担
当
部

局
、
会
計
・
出
納
部
局
等
へ
の
合
議
が
義
務
付
け
ら
れ
て
い
る
。
さ
ら
に
、
そ
の
前
の
段
階
、
予
算
の
査
定
の
段
階
で
も
、
例
え
ば
、
こ

う
い
っ
た
補
助
金
の
支
出
が
適
法
か
ど
う
か
の
検
討
や
判
断
が
さ
れ
る
の
が
普
通
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
に
、公
金
の
支
出
に
当
た
っ
て
は
、

二
重
三
重
に
チ
ェ
ッ
ク
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
て
お
り
、
長
が
知
ら
な
か
っ
た
と
か
、
違
法
と
は
思
わ
な
か
っ
た
と
い
う
の
は
、
通
常
で
は

あ
り
得
な
い
。
こ
の
た
め
、
軽
過
失
と
い
う
の
は
、
考
え
に
く
い
。

　

本
稿
で
は
、
自
治
体
職
員
と
し
て
か
か
わ
っ
て
き
た
立
場
で
、
今
回
の
法
改
正
に
関
す
る
論
点
の
ご
く
一
部
で
あ
る
議
選
監
査
委
員
、

債
権
放
棄
議
決
等
に
つ
い
て
検
討
を
加
え
た
が
、
こ
の
論
点
だ
け
で
も
そ
の
制
度
設
計
に
は
、
住
民
訴
訟
制
度
の
意
義
と
関
連
し
て
も
説

得
力
に
乏
し
く
疑
問
を
抱
か
ざ
る
を
得
な
い
。

今
後
の
施
行
状
況
や
裁
判
例
（
最
高
裁
平
成
三
〇
年
一
〇
月
二
三
日
判
決
の
枠
組
み
が
ど
う
影
響
を
及
ぼ
す
か
等
（
を
注
視
し
た
上
で

さ
ら
に
検
証
さ
れ
る
し
か
な
い
と
思
わ
れ
る
が
、
大
津
市
議
会
の
よ
う
に
率
先
し
て
改
革
に
取
り
組
む
議
会
も
あ
り
、
ま
た
、
今
後
自
治

体
に
お
い
て
一
部
免
責
条
例
が
制
定
さ
れ
て
い
く
と
思
わ
れ
る
が
、
実
務
経
験
者
と
し
て
は
、
長
の
提
案
で
こ
う
い
っ
た
条
例
を
上
程
す

る
の
に
は
非
常
に
抵
抗
が
あ
り
、
か
と
い
っ
て
議
会
が
提
案
す
る
に
し
て
も
課
題
が
多
く
、
ど
の
よ
う
に
対
応
し
て
い
く
の
か
、
今
後
の

議
会
改
革
等
を
見
守
り
た
い（

26
（

。
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（
１
（ 

第
三
一
次
地
方
制
度
調
査
会
第
一
回
総
会
議
事
録
、https://w

w
w

.soum
u.go.jp/m

ain_content/000297505.pdf

（
２
（ 

「
人
口
減
少
社
会
に
的
確
に
対
応
す
る
地
方
行
政
体
制
及
び
ガ
バ
ナ
ン
ス
の
あ
り
方
に
関
す
る
答
申
」

 
https://w

w
w

.soum
u.go.jp/m

ain_content/000（03（36.pdf
（
３
（ 
第
三
一
次
地
方
制
度
調
査
会
第
二
回
総
会
に
お
い
て
、
全
国
市
長
会
の
森
会
長
が
「
第
三
一 

次
地
方
制
度
調
査
会
の
審
議
事
項
に
つ
い
て
」

（
平
成
二
七
年
三
月
二
日
（
を
提
出
し
．「
２　

地
方
自
治
体
の
ガ
バ
ナ
ン
ス
の
あ
り
方
に
つ
い
て
」
の
な
か
で
、「 

住
民
訴
訟
に
お
け
る
長
等

の
賠
償
責
任
に
つ
い
て
は
、
責
任
要
件
を
『
故
意
又
は
重
大
な
過
失
が
あ
っ
た
と
き
』
に
限
定
す
る
と
と
も
に
、
長
等
の
個
人
が
負
担
す
る

損
害
賠
償
額
に
限
度
額
を
設
け
る
な
ど
、
制
度
の
改
正
に
つ
い
て
議
論
い
た
だ
き
た
い
」
と
要
望
し
て
い
る
（
本
人
は
欠
席
（。
こ
の
ほ
か
、

第
八
五
回
全
国
市
長
会
議
決
定　

提
言
（
平
成
二
七
年
六
月
一
〇
日
（「
真
の
分
権
型
社
会
の
実
現
に
よ
る
都
市
自
治
の
確
立
等
に
関
す
る
提

言
」
の
な
か
で
「
13
．
住
民
訴
訟
制
度
に
お
け
る
首
長
等
の
賠
償
責
任
に
つ
い
て
は
、責
任
要
件
を
『
故
意
又
は
重
大
な
過
失
が
あ
っ
た
と
き
』

に
限
定
す
る
と
と
も
に
、
首
長
等
の
個
人
が
負
担
す
る
損
害
賠
償
額
に
限
度
額
を
設
け
る
な
ど
、
制
度
の
改
正
を
図
る
こ
と
」
が
挙
げ
ら
れ

て
い
る
。

（
４
（ 

平
成
二
四
年
各
最
判
と
は
、
最
判
平
成
二
四
年
四
月
二
〇
日
（
民
集
六
六
巻
六
号
二
五
八
三
頁
（【
神
戸
市
】、
最
判
平
成
二
四
年
四
月
二
〇

日
判
決
（
集
民
二
四
〇
号
一
八
五
頁
（【
大
阪
府
大
東
市
】、
最
判
平
成
二
四
年
四
月
二
三
日
判
決
（
民
集
六
六
巻
六
号
二
七
八
九
頁
（【
栃
木

県
さ
く
ら
市
】
を
い
う
。
な
お
、
第
二
回
住
民
訴
訟
制
度
の
見
直
し
に
関
す
る
懇
談
会
・
配
布
資
料
、
資
料
二　
「
住
民
訴
訟
制
度
の
見
直
し

に
つ
い
て
」
三–

五
頁
に
、
そ
の
判
旨
が
簡
潔
に
ま
と
め
ら
れ
て
い
る
。

（
５
（ 

平
成
二
九
年
六
月
九
日
付
け
総
務
大
臣
通
知
「
地
方
自
治
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
公
布
及
び
施
行
に
つ
い
て
」 

四
・
五
頁
。

（
６
（ 

松
谷
朗
・
内
海
隆
明
・
野
次
允
「
地
方
自
治
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
に
つ
い
て
（
上
（」
地
方
自
治
八
三
八
号
（
二
〇
一
七
年
（
一
九
頁
、

武
富
可
南
「
地
方
自
治
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
に
つ
い
て
（
下
（」
地
方
自
治
八
四
〇
号
（
二
〇
一
七
年
一
一
月
号
（
一
九
頁
、
武
富

可
南
「
平
成
三
二
年
、
住
民
訴
訟
は
こ
う
変
わ
る
：
自
治
法
改
正
と
住
民
訴
訟
制
度
へ
の
影
響
」
判
例
治
四
二
三
号
（
二
〇
一
七
年
九
月
号
（

五
頁
。

（
７
（ 

阿
部
泰
隆
「
平
成
二
九
年
住
民
訴
訟
制
度
改
正
、
軽
過
失
一
部
免
責
の
考
え
方
と
、
権
利
放
棄
議
決
に
関
す
る
立
法
過
程
の
暗
闇
に
つ
い
て
」

自
治
総
研
四
七
七
号
（
二
〇
一
八
年
一
月
号
（
一–

二
頁
。
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（
８
（ 

大
田
直
史
「
改
正
地
方
自
治
法
の
ポ
イ
ン
ト
と
問
題
点
」
月
刊
『
住
民
と
自
治
』（
二
〇
一
七
年
一
一
月
号
（
二
四–

二
七
頁
、
同
「
債
権
放

棄
議
決
と
住
民
訴
訟
制
度
改
革
論
」
日
本
地
方
自
治
学
会
編
『
自
治
体
行
財
政
へ
の
参
加
と
統
制
』（
敬
文
堂
、二
〇
一
七
年
（
六
一–

九
一
頁
。

（
９
（ 
下
山
憲
治
「
住
民
訴
訟
制
度
の
改
正
と
課
題
─ 

地
方
自
治
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
に
つ
い
て
─
」
自
治
総
研
四
七
一
号
（
二
〇
一
八

年
一
月
号
（
二
〇
頁
。

（
10
（ 

こ
の
ほ
か
、
宇
賀
克
也
「
地
方
自
治
法
等
の
改
正
（
二
〇
一
七
年
（
の
背
景
と
意
義
」、
塩
川
徳
也
・
細
川
敬
太
・
陸
川
諭
「
二
〇
一
七
年
地

方
自
治
法
等
の
改
正
の
具
体
的
内
容
─
住
民
訴
訟
制
度
の
改
正
と
決
算
不
認
定
の
場
合
に
お
け
る
長
か
ら
議
会
等
へ
の
報
告
規
定
の
整
備
」、

い
ず
れ
も
自
治
実
務
セ
ミ
ナ
ー
六
六
二
号
（
二
〇
一
七
年
八
月
号
（
二–

一
七
頁
。
北
村
和
生
「
住
民
訴
訟
に
お
け
る
免
責
制
度
の
創
設
の

意
義
と
課
題
」、
吉
川
浩
民
「
住
民
訴
訟
に
お
け
る
免
責
制
度
の
創
設
─
平
成
二
九
年
地
方
自
治
法
改
正
の
概
要
」、
羽
根
一
成
「
住
民
訴
訟

に
お
け
る
損
害
賠
償
軽
減
制
度
の
創
設
─
こ
れ
か
ら
の
自
治
体
実
務
へ
の
影
響
」、
い
ず
れ
も
自
治
実
務
セ
ミ
ナ
ー
（
二
〇
一
八
年
五
月
号
（

二–

一
六
頁
、
原
島
良
成
「
地
方
公
共
団
体
の
内
部
統
制
強
化
」
法
学
教
室
四
四
八
号
（
二
〇
一
八
年
六
月
（
五
九–

六
一
頁
、
紺
野
卓
「
地

方
自
治
法
四
号
訴
訟
と
損
害
賠
償
請
求
権
放
棄
の
議
決
に
つ
い
て
の
一
考
察
」
商
学
集
志
八
七
巻
二
・
三
号
合
併
号
（
二
〇
一
七
年
一
二
月
（

五
一–

七
二
頁
な
ど
が
あ
る
。

（
11
（ 

藤
島
光
雄
「
附
属
機
関
条
例
主
義
」
大
阪
経
済
法
科
大
学
法
学
論
集
七
四
号
（
二
〇
一
五
年
一
月
（
四
九–

七
六
頁
。

（
12
（ 

平
成
八
年
七
月
東
京
都
「
住
民
参
加
制
度
研
究
会
報
告
書
」
五
二
頁
以
下
。

（
13
（ 

全
国
都
市
監
査
委
員
会
Ｈ
Ｐ　

https://w
w

w
.zenkan.jp/　

会
員
実
態
調
査
の
集
計
結
果
。

（
1（
（ 

第
二
九
次
地
方
制
度
調
査
会
第
四
回
専
門
小
委
員
会　

平
成
一
九
年
一
二
月
四
日
開
催

 

資
料
一   

監
査
制
度
に
つ
い
て　

六
頁　

就
任
状
況
（
平
成
一
九
年
四
月
一
日
現
在
（

 
https://w

w
w

.soum
u.go.jp/m

ain_sosiki/singi/chihou_seido/singi/pdf/N
o29_senm

on_（_si1.pdf

（
15
（ 

議
会
か
ら
選
出
さ
れ
た
議
員
の
監
査
委
員
の
こ
と
を
い
う
。

（
16
（ 

議
員
Ｎ
Ａ
Ｖ
Ｉ　

議
選
監
査
の
す
ゝ
め
（
二
〇
一
八
．
一
一
．
二
六
（ 

 
https://w

w
w

.dh-giin.com
/article/20181126/1（050/2/

 

「
令
和
元
年
度　

市
議
会
の
活
動
に
関
す
る
実
態
調
査
結
果　

令
和
元
年
一
一
月　

全
国
市
議
会
議
長
会
」
六
一
頁
に
よ
れ
ば
、
全
国
で
九
市
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が
議
選
監
査
委
員
の
選
任
を
廃
止
し
て
い
る
。

 

【16-6

】
議
選
監
査
委
員
の
選
任
の
廃
止
状
況
（
平
成
三
〇
年
一
二
月
三
一
日
現
在
（

 
http://w

w
w

.si-gichokai.jp/research/jittai/file/0000jixtutaichixyousa2019-zennpe-ji.pdf
（
17
（ 
阿
部
・
前
掲
（
注
（
七
、一
二
頁
。

（
18
（ 
「
地
方
公
共
団
体
の
長
等
の
責
任
追
及
に
つ
い
て
，
軽
過
失
を
免
責
す
る
方
向
で
の
住
民
訴
訟
制
度
の
見
直
し
に
反
対
す
る
意
見
書
」

二
〇
一
六
年
（
平
成
二
八
年
（
一
月
二
一
日 

、
日
本
弁
護
士
連
合
会
。

（
19
（ 

地
方
財
政
検
討
会
議
第
二
分
科
会
第
三
回
配
布
資
料
一
「
住
民
訴
訟
と
議
会
の
議
決
に
よ
る
損
害
賠
償
請
求
の
放
棄
に
つ
い
て
」
二
頁
。

（
20
（ 

最
高
裁
昭
和
五
三
年
三
月
三
〇
日
判
決
（
民
集
三
二
巻
二
号
四
八
五
頁
（。

（
21
（ 

最
高
裁
昭
和
三
四
年
七
月
二
〇
日
判
決
（
民
集
一
三
巻
八
号
一
一
〇
三
頁
（。

（
22
（ 

判
例
時
報
二
四
一
六
号
一
〇
頁
。
な
お
、
最
高
裁
平
成
三
〇
年
一
〇
月
二
三
日
判
決
（
集
民
二
六
〇
号
一
頁
（
で
は
、「
普
通
地
方
公
共
団
体

が
そ
の
債
権
の
放
棄
を
す
る
に
当
た
っ
て
，
そ
の
適
否
の
実
体
的
判
断
は
，
住
民
に
よ
る
直
接
の
選
挙
を
通
じ
て
選
出
さ
れ
た
議
員
に
よ
り

構
成
さ
れ
る
普
通
地
方
公
共
団
体
の
議
決
機
関
で
あ
る
議
会
の
裁
量
権
に
基
本
的
に
委
ね
ら
れ
て
い
る
も
の
と
い
う
べ
き
で
あ
る
と
こ
ろ
，

住
民
訴
訟
の
対
象
と
さ
れ
て
い
る
損
害
賠
償
請
求
権
又
は
不
当
利
得
返
還
請
求
権
を
放
棄
す
る
旨
の
議
決
が
さ
れ
た
場
合
に
は
，
個
々
の
事

案
ご
と
に
，
当
該
請
求
権
の
発
生
原
因
で
あ
る
財
務
会
計
行
為
等
の
性
質
，
内
容
，
原
因
，
経
緯
及
び
影
響
，
当
該
議
決
の
趣
旨
及
び
経
緯
，

当
該
請
求
権
の
放
棄
又
は
行
使
の
影
響
，
住
民
訴
訟
の
係
属
の
有
無
及
び
経
緯
，
事
後
の
状
況
そ
の
他
の
諸
般
の
事
情
を
総
合
考
慮
し
て
，

こ
れ
を
放
棄
す
る
こ
と
が
普
通
地
方
公
共
団
体
の
民
主
的
か
つ
実
効
的
な
行
政
運
営
の
確
保
を
旨
と
す
る
地
方
自
治
法
の
趣
旨
等
に
照
ら
し

て
不
合
理
で
あ
っ
て
上
記
の
裁
量
権
の
範
囲
の
逸
脱
又
は
そ
の
濫
用
に
当
た
る
と
認
め
ら
れ
る
と
き
は
，
そ
の
議
決
は
違
法
と
な
り
，
当
該

放
棄
は
無
効
と
な
る
も
の
と
解
す
る
の
が
相
当
で
あ
る
。
そ
し
て
，
財
務
会
計
行
為
等
の
性
質
，
内
容
等
に
つ
い
て
は
，
そ
の
違
法
事
由
の

性
格
や
当
該
職
員
又
は
公
金
の
支
出
等
を
受
け
た
者
の
帰
責
性
等
が
考
慮
の
対
象
と
さ
れ
る
べ
き
も
の
と
解
さ
れ
る
（
平
成
二
四
年
各
最
判

参
照
（」。
こ
れ
に
先
立
つ
最
高
裁
平
成
二
八
年
七
月
一
五
日
判
決
（
集
民
二
五
三
号
九
三
頁
（
に
関
し
て
は
、
阿
部
泰
隆
「
鳴
門
市
競
艇
従

事
員
共
済
会
へ
の
補
助
金
違
法
支
出
損
害
賠
償
等
請
求
事
件
」
法
学
セ
ミ
ナ
ー 

六
二
（
三
（ （
通
号 

七
四
六
（（
二
〇
一
七
年
三
月
（
五
三–

五
七
頁
。
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（
23
（ 

原
島
・
前
掲
（
注
（
一
〇
、六
〇
頁
。

（
2（
（ 
下
山
・
前
掲
（
注
（
九
、二
二
・
二
三
頁
。

（
25
（ 
一
方
で
、
逆
の
問
題
も
存
在
す
る
。
五
十
嵐
敬
喜
，
上
原
公
子 

編
著
『
国
立
景
観
訴
訟 : 

自
治
が
裁
か
れ
る
』（
公
人
の
友
社
，
二
〇
一
二
年
（。

（
26
（ 

本
稿
脱
稿
後
、
地
自
法
改
正
政
令
の
施
行
に
伴
い
、
同
令 

（
新
第
一
七
三
条
第
一
項
第
一
号
（
に
お
い
て
総
務
省
令
に
委
任
さ
れ
て
い
る
基
準

給
与
年
額
（
最
低
責
任
負
担
額
の
基
礎
と
な
る
給
与
の
一
会
計
年
度
当
た
り
の
額
に
相
当
す
る
額
（
の
具
体
的
な
算
定
方
法
等
を
定
め
る
地

方
自
治
法
施
行
規
則
の
改
正
案
の
意
見
公
募
が
、
令
和
二
年
二
月
一
四
日
か
ら
同
年
三
月
一
六
日
ま
で
の
間
な
さ
れ
て
い
る
。

 

　

こ
の
影
響
も
あ
っ
て
か
、
三
月
一
〇
日
現
在
で
、
三
月
議
会
上
程
が
決
ま
っ
て
い
る
大
阪
府
内
の
自
治
体
の
数
は
そ
れ
ほ
ど
多
く
は
な
い
。

現
在
議
案
審
議
中
の
た
め
、
個
別
の
自
治
体
名
の
公
表
は
控
え
る
が
、
政
令
基
準
通
り
も
あ
れ
ば
、
市
長
二
倍
、
そ
の
他
の
職
員
一
倍
、
と

し
て
い
る
自
治
体
も
あ
る
。
ま
た
、
長
の
提
案
が
多
い
が
、
議
会
提
案
の
自
治
体
も
見
受
け
ら
れ
る
。
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